
（平成２１年５月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認愛媛地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

愛媛国民年金 事案 455 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 46 年３月から 49 年６月まで 

             ② 昭和 52 年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 52 年 10 月から 54 年３月まで 

    厚生年金保険の適用が無い会社に勤務していた昭和 46 年ころ、区役所で

国民年金の加入手続を行った。 

    申立期間①については、区役所から送付された納付書を勤務先の会計担当

者に預け、給料から保険料を天引きして納付してもらっていた。 

    申立期間②については、転出直前に、実家の近くにある金融機関で保険料

を納付した。 

    申立期間③については、昭和 52 年度は私に代わって民生委員が、53 年度

は私自身が、市役所の支所で保険料の免除申請を行い、62 年ころに追納し

た。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、同期間直前の昭和 49 年７月から 51 年 12 月までの

申立人の国民年金保険料は納付済みとなっている上、申立人が同期間当時居住

していた市は、年度当初に１年分（３か月ごと、４期分）の納付書を被保険者

に送付していたこと等が確認でき、「前もって受け取っていた納付書により、

転出直前に実家近くの金融機関で保険料を納付した。」とする申立内容に不自

然さは無く、同期間が３か月と短期間であることを考え併せると、申立人が同

期間の保険料のみ納付しなかったとするのは不自然である。 

一方、申立期間①については、申立人の国民年金保険料を納付したとする勤

務先の会計担当者の連絡先が不明であるため事情を聞くことができず、納付状



                      

  

況等が不明であり、当該期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

また、申立期間③については、申立人は、昭和 52 年 10 月ころに民生委員に

相談し、52 年度においては民生委員が、53 年度においては申立人が、それぞ

れ国民年金保険料の免除申請を行ったと申し立てているところ、当該期間当時

の民生委員を特定することができないため事情を聞くことができず、免除申請

状況等が不明であり、当該期間の保険料の免除申請を行ったことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、昭和 62 年ころに免除期間となっていた申立期間③の国

民年金保険料を追納したと申し立てているところ、社会保険庁の記録によると、

当該期間は、未納期間となっており、保険料を追納することはできなかったと

考えられる上、平成元年４月に 54 年４月から 56 年３月までの保険料を追納し

た記録が存在することから、申立人が保険料を追納した時期を誤認している可

能性がうかがわれる。 

加えて、申立期間①及び③については、申立人が当該期間の国民年金保険料

を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 52 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

  

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 324 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ工場における資格取得

日に係る記録を昭和 26 年 12 月１日、資格喪失日に係る記録を 28 年７月 20 日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年 12 月１日から 27 年３月１日まで 

             ② 昭和 28 年４月 20 日から同年７月 20 日まで 

    昭和 20 年 11 月１日にＡ事業所に入社し、各出張所に転勤になったが、52

年９月に定年退職するまで、一度も会社を退職したことはない。 

同一企業内の転勤のため、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所の在籍証明書及び雇用保険の加入記録から、申立人は、同事業所に

継続して勤務し（昭和 26 年 12 月１日に同事業所本店から同事業所Ｂ工場へ

異動、28 年７月 20 日に同事業所Ｂ工場から同事業所本店へ異動）、申立期間

①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。 

   また、申立人の申立期間①及び②の標準報酬月額については、昭和 27 年３

月及び 28 年４月のＡ事業所Ｂ工場に係る社会保険事務所の記録から、8,000

円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、確認できる資料は無いが、申立人の申立てどおりの届出は行

っておらず、保険料も納付していないとしており、事業主が社会保険事務所

の記録どおりの資格取得及び喪失の届出を行い、その結果、社会保険事務所

は申立人に係る昭和 26 年 12 月から 27 年２月までの期間及び 28 年４月から

同年６月までの期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日

に係る記録を昭和 47 年２月１日に、Ｂ事業所Ｃ支社における資格喪失日に係

る記録を 50 年９月１日に訂正し、47 年１月の標準報酬月額を５万 6,000 円、

50 年８月の標準報酬月額を 15 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年１月 31 日から同年２月１日まで 

             ② 昭和 50 年８月 31 日から同年９月１日まで 

   昭和 36 年４月から平成 11 年５月までＢ事業所及びそのグループ会社に継続

して勤めていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所から提出された経歴証明書、従業員票、人事台帳、同事業所の事

務担当者の証言及び雇用保険の記録から、申立人は、同事業所及びそのグル

ープ会社に継続して勤務（昭和 47 年２月１日にＡ事業所からＤ事業所に異動

し、50 年９月１日にＢ事業所Ｃ支社からＥ事業所に異動）し、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、昭和46年12月及び

50年７月の社会保険事務所の記録から、申立期間①については５万6,000円と

し、申立期間②については15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間①に

ついては、事業主が申立人に係る資格喪失日を昭和47年２月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年１月31日と誤って処理したと



                      

  

は考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、また、申立期

間②については、事業主が申立人に係る資格喪失日を50年９月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月31日と誤って処理した

とは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る47年１月分及び50年８月分の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 326 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を昭和 46 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年７月１日から同年８月１日まで 

    社会保険事務所の記録では昭和 46 年８月１日に厚生年金保険に加入した

記録になっているが、Ａ事業所が保管している昭和 46 年分給与台帳兼源泉

徴収簿において、申立期間に係る厚生年金保険料が給与から控除されている

ことが確認できるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として

認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所が保管する人事発令案、「昭和 46 年分給与台帳兼源泉徴収簿」及

び「昭和 46 年８月分の健康保険厚生年金保険料計算書」から、申立人が申立

期間において同事業所に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額は、上記の健康保険厚生年金保険料計算書及

び社会保険事務所の記録から、２万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、昭和 46 年８月分の厚生年金保険料の調定額と社会保険事務所

へ納入した金額が一致していることから、申立人に係る保険料を納付したと主

張している。しかし、申立人の被保険者資格取得日について、事業主が保管す

る昭和 46 年８月２日に提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

及び標準報酬決定通知書」における申立人に係る資格取得年月日欄は空欄とな



                      

  

っている一方で、社会保険事務所の厚生年金保険被保険者番号払出簿及び健康

保険厚生年金保険被保険者原票では同年８月１日となっていること、及び事業

主が保管する同年８月分厚生年金保険料の調定額と社会保険事務所へ納入した

金額は一致しているものの、申立人を含む４人の保険料控除額が正しい保険料

控除額と相違していることが確認でき、社会保険事務所が申立人に係る同年７

月の保険料の納入の告知を行っておらず、（社会保険事務所が納入告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

愛媛国民年金 事案 456 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 11 月から 49 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年 11 月から 49 年７月まで 

    昭和 48 年 11 月に結婚し、その直後に夫に勧められ国民年金に加入した。

保険料は、毎月、当時居住していた借家に集金に来ていた 50 歳から 60 歳

くらいの男性に 900 円を支払い、白い画用紙のような領収書に検認印のよ

うなスタンプを押してもらったことを記憶している。 

領収書は処分して今は無いが、申立期間の保険料を納付しているはずで

ある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が居住する市が保管する国民年金被保険者名簿及び申立人が所持する

国民年金手帳により、申立人は、申立期間直後の昭和 49 年８月に国民年金に

任意加入していることが確認できるとともに、申立人の国民年金手帳記号番

号についてもほぼ同時期に払い出されていることから、申立期間は国民年金

の未加入期間であり、国民年金保険料を納付することができない期間であっ

たと考えられ、ほかに別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらない。    

また、申立期間当時、申立人が居住する市では、母子会の集金人による国

民年金保険料の集金が行われ、集金人は、国民年金保険料集金カードに認め

印を押していたとされており、白い画用紙のような領収書に検認印のような

スタンプを押してもらったとする申立内容には不自然な点が見受けられる。 

さらに、申立人が名前を挙げた者からは、申立人が申立期間において国民

年金に任意加入し、国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる証言

は得られなかったほか、申立期間について保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



                      

  

愛媛国民年金 事案 457 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から同年 12 月までの期間及び２年 10 月から３年９月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成元年４月から同年 12 月まで 

             ② 平成２年 10 月から３年９月まで 

    初めて勤務した個人病院で、「一回でも未納があると将来年金がもらえな

い。」と職場の先輩に言われたため、市役所で国民年金の加入手続を行い、

保険料は納付書により銀行で納付したように思う。その後、その病院は法人

化され厚生年金に切り替わった。 

その病院を退職後、就職した先が再び個人病院だったため、再度、国民年

金に加入し保険料を納付した。年金番号を一つにした際に、国民年金の加入

記録が消えてしまったのではないか。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、「病院に勤め始めた平成元年４月ころに

国民年金に加入し、保険料を納付したと思う。」と述べているが、申立人が当

該期間に係る国民年金保険料を納付したことをうかがわせる関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無い上、申立人の国民年金手帳記号番号は平成元年 11 月こ

ろに払い出され､申立人はこのころに国民年金に加入したものと推認されるが、

申立人から聴取しても、国民年金保険料の納付時期や納付金額等についての記

憶は明確でなく、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立期間②については、申立人が当時居住していた市が保存する国民

年金被保険者名簿によると、申立人は、平成８年１月 17 日に、ⅰ）最初に勤

務した個人病院を退職したことによる国民年金の資格取得届（平成２年 10 月

14 日付け）、ⅱ）３年 10 月から勤務した事業所において厚生年金保険に加入

したことによる国民年金の資格喪失届（平成３年 10 月 21 日付け）及びⅲ）当



                      

  

該事業所を退職したことによる国民年金の資格取得届（平成６年１月 21 日付

け）を、一括して届け出ていることが確認でき、それまでは、申立期間②は国

民年金の被保険者とされていない期間であり、納付書は発行されず、国民年金

保険料を納付することはできなかったものと推認される。また、申立人は、当

該届出を行った直後の平成８年１月 26 日に、６年 1 月から７年３月までの国

民年金保険料を過年度納付しているが、この時点では、申立期間②は既に時効

により納付できなかったものと考えられる。 

さらに、申立期間当時、社会保険庁は、オンラインによる記録管理を実施し

ており、その記録を見ても、申立人に係る国民年金と厚生年金保険の記号番号

の統合処理等に不自然さはうかがえず、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付したことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

愛媛国民年金 事案 458 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年 11 月から 44 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 11 月から 44 年 12 月まで 

    昭和 39 年 11 月ころに、妻に勧められて国民年金に加入し、36 年当初か

らの保険料を一括して支払った。 

その後は、妻が、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月自宅で集金人に納付

していたのに、申立期間については、妻の分が納付済みで､私の分のみが未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 39 年 11 月ころに国民年金に加入し、36 年当初からの保

険料を一括納付した。」と主張しているが、社会保険庁の記録によると、申立

人の国民年金手帳記号番号は昭和 47 年１月 31 日に払い出されており、申立人

はこのころに国民年金に加入したと推認される上、申立人が 36 年当初からの

国民年金保険料を一括納付したとする 39 年 11 月時点では、36 年４月から 37

年９月までの期間は時効により納付できない期間であり、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が居住する市の国民年金被保険者名簿及び社会保険事務所の特

殊台帳の記録によると、申立人は、昭和 47 年４月 10 日に、申立期間直前の

36 年４月から 39 年 10 月までの国民年金保険料（43 月分）について特例納付

するとともに、申立期間直後の 45 年１月から 46 年３月までの保険料について

過年度納付していることが確認できるが、この特例納付は､年金受給に必要と

なる納付月数（300 月）を満たすために行われたものであると推認され、加え

て、過年度納付している 45 年１月以降の保険料がすべて納付されていること

を踏まえると、申立人は国民年金に加入し保険料を納付し始めた時期を誤認し

ている可能性がうかがわれる。 



                      

  

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、保険料を納付していたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 327(事案 92 の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月から 45 年 12 月まで 

    申立期間について、Ａ事業所に勤務していた。新たな資料は無いが、再度

調査し、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は、「申立期間当時、事業主か

ら給与を支給されていなかったと思う。」と証言している上、申立人は、昭

和 44 年３月 30 日に国民健康保険に加入し、同年 10 月 18 日には国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認でき、申立期間当時、厚

生年金保険に加入していなかったことが推認できること、さらに、申立人が

勤務していたとするＡ事業所は既に全喪しており、申立人が申立期間におい

て厚生年金保険に加入していた事実を確認することができないことから、申

立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできないとして、既に当委員会の決定に基づき平成 20

年７月２日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人から、厚生年金保険料の控除を裏付ける新たな資料の提出、証言等

は無い上、申立期間当時、Ａ事業所に勤務していた従業員等から聴取しても、

申立人が厚生年金保険に加入していたことについて証言を得ることができず、

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 328 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 46 年３月から同年７月まで 

    申立期間当時、Ａ事業所に勤務していた。 

給与明細書等は無いが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間当時、Ａ事業所に勤務していたことは、同事業所に勤務

していた同僚の証言から推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管するＡ事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿の中に申立人の氏名は無く、健康保険被保険者番号に欠番も無い

ことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い上、申立人が当時同事業

所で一緒に勤務したとする同僚６人についても、申立期間に係る厚生年金保険

の加入記録は無い。    

また、申立期間当時、Ａ事業所に勤務していた従業員は、「農閑期だけこの

事業所で仕事をしていた人たちは、厚生年金保険に加入しないことが多かった

と思う。」と証言しており、農閑期に仕事をしたとする申立人についても同事

業所において厚生年金保険に加入していなかった可能性がうかがわれる。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い上、Ａ事業所の事務

担当者は、「当時の関係資料は無く、在籍の有無及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できない。」と証言するなど、申立人が申立期間において厚生年金

保険に加入していたかどうかについて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料について確認できる関

連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 329（事案 209 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 34 年８月から 35 年８月 22 日まで 

    昭和 34 年８月からＡ事業所に勤めていたので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

    今回、申立期間当時の写真と母子手帳を資料として提出し、改めて申し立

てる。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤

務していたとする同僚及び事務担当者から聴取しても、同事業所に勤務してい

たことを示す証言を得ることができないこと、社会保険事務所が保管する同事

業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、申立人について

は、昭和 35 年８月 22 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得した記録は確認

できるものの、資格取得日以前の同名簿の中に申立人の記録は無く、健康保険

被保険者番号の欠番も見当たらないこと、申立人が申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の

資料が無いこと等から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きないとして、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年 11 月 13 日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、新たな資料として当時の職場での写真と母子手帳を提出したが、

当該写真に写っている申立期間当時のＡ事業所に勤務していたとする同僚等か

ら、申立人が申立期間当時、同事業所に勤務していたことがうかがえる証言が

得られたものの、勤務期間を特定することができない上、当時の同事業所の事

務担当者から「当時、６か月程度の試用期間があり、試用期間中は厚生年金保

険に加入させていなかった。」との証言があり、同事業所では、当時、入社時

に厚生年金保険に加入させていなかった可能性がうかがわれるなど、申立人が



                      

  

申立期間において同事業所で厚生年金保険に加入していた事実を確認すること

ができない。 

また、申立人の妻が子供を出産したとする医療機関は、「出産当時の資料が

無く、保険の種類等は確認できない。」としており、母子手帳からも、申立人

が厚生年金保険に加入していたかどうかについて確認することができない。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 330 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 40 年５月から 41 年３月まで 

申立期間において、Ａ事業所に勤務していた。私と同じ中学を１年早く卒

業し、同事業所に就職した先輩は、私と同じ仕事をしていたが、厚生年金保

険の被保険者となっているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ａ事業所に勤務していた同僚５人の証言から、期間は特定で

きないものの、申立人が同事業所に在職していたことは推認できる。 

   しかしながら、申立人と同様に中学校卒業後間もなくＡ事業所に就職したと

みられる４人の同僚については、就職して５か月ないし６か月後に厚生年金

保険の被保険者資格を取得していることが確認できるなど、同事業所におい

ては、中学校卒業者について、就職して一定期間を経過した後に厚生年金保

険に加入させていたものと推認される。   

また、申立期間当時、Ａ事業所において昭和 39 年９月２日に厚生年金保険

の被保険者資格を取得し、40 年 10 月２日に同資格を喪失している同僚は、

「申立人は、私より後から就職し、私よりも先に退職したと思う。」と証言

している。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ事業所の厚生年金保険被保険者名簿

の中に、申立人の名前は存在しない上、申立人は、「Ａ事業所を退職する際

に厚生年金保険被保険者証を渡され、次に就職した家具店で、その被保険者

証を提出した憶えがある。」と述べているところ、同家具店では、申立人に

係る厚生年金保険被保険者番号が新しく払い出されていることが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



                      

  

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無く、申立人から聴

取しても、保険料控除についての具体的な供述が得られない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 331 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32 年４月 22 日から同年９月 26 日まで 

    Ａ事業所Ｂ出張所に昭和 32 年４月 22 日まで勤務した後、Ｙ県Ｕ市にあっ

たＡ事業所Ｃ出張所に転勤した。 

その後、Ｏ市のＤ事業所に転勤となったが、Ａ事業所Ｃ出張所で勤務し

た期間について、厚生年金保険の被保険者期間の記録がない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間当時、Ａ事業所Ｃ出張所に勤務していた。」と申し立

てているところ、申立人から提出された申立期間当時のものと思われる事業所

従業員の記念写真の中に「Ｅ事業所」の社名が確認できる上、Ｄ事業所（現在

は、Ｆ事業所）は、「当事業所の社史に、Ｅ事業所が昭和 30 年９月から 32 年

８月までの間、子会社として設立されていた旨の記述がある。」と回答してい

ることから、申立人は、申立期間当時、Ｅ事業所に勤務していたものと推認さ

れるが、同事業所については、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い。 

一方、申立人が申立期間当時勤務していたと主張するＡ事業所Ｃ出張所につ

いては、申立人が同出張所に勤務していたことを推認できる関連資料等が無い

上、同出張所は、昭和 33 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となってお

り、申立期間当時は、厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認でき

る。 

また、申立人が、「Ａ事業所Ｂ出張所から一緒にＵ市の事業所に行った。」

と記憶している同僚２名についても、申立期間については厚生年金保険の被保

険者記録が無く、Ｄ事業所において、昭和 32 年９月 26 日付けで厚生年金保険

に加入していることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ事業所Ｃ出張所及びＤ事業所の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の中に申立人の氏名は無く、健康保険被保険者番

号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したもとのは考え難い。 



                      

  

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人から聴取し

ても、保険料控除の記憶は明確ではない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関係資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 332 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 43 年４月から 46 年４月まで  

    申立期間において、定時制高校に通いながら、Ａ事業所Ｂ部にアルバイト

として勤務していた。毎月の給与から厚生年金保険料を控除され、退職時

に年金番号の書かれた書類を受領した記憶があるので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務していたことは、雇用保険の加入

記録及び同事業所が保管する臨時職員名簿から確認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、Ａ事業所は、昭和 50 年 10

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間においては、厚生

年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、申立人がＡ事業所において一緒に勤務していたとする同僚３人につい

ては、申立人と同様に、申立期間において厚生年金保険の加入記録が無く、そ

のうちの１人は、「Ａ事業所に臨時職員として勤務していた当時、社会保険に

は未加入であり、給料から厚生年金保険料を控除されていたことの記憶は無

い。」と証言している上、同事業所は、「昭和 50 年 10 月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっているので、申立期間当時は、厚生年金保険には加入でき

なかった。したがって、厚生年金保険の保険料を給与から控除することはなく、

納付することもなかった。」と説明している。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 333 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住     所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 54 年７月から 56 年２月まで 

             ② 昭和 58 年 11 月 26 日から 59 年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 59 年 12 月１日から 60 年 10 月１日まで 

    昭和 54 年７月から 56 年２月まではＡ事業所に、56 年３月 15 日から 59

年 11 月 30 日まではＢ事業所に、59 年 12 月１日から平成元年２月 16 日ま

ではＣ事業所に、それぞれ長距離トラックの運転手として勤務していたが、

申立期間については厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ事業所に勤務していたとされる同僚から聴取し

ても、当時、申立人が当該事業所に勤務していたことをうかがわせる証言

が得られない。 

    また、当該事業所は既に全喪している上、当時の事業主は既に死亡してい

ることから、申立ての事実について確認できない。 

    さらに、社会保険事務所が保管する記録によると、当該事業所は、当時は

厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

  ２ 申立期間②については、Ｂ事業所に勤務していたとされる同僚から聴取し

ても、当時、申立人が当該事業所に勤務していたことをうかがわせる証言

が得られない。 

また、当該事業所から提出された健康保険被保険者資格喪失確認通知書

に記載されている申立人の健康保険の被保険者資格喪失日（昭和 58 年 11

月 26 日）は、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者原票の厚生

年金保険の被保険者資格喪失日と一致する上、当該事業所が保管する昭和



                      

  

59 年８月１日現在の健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬月額決定通知

書の中に、申立人の記録は無い。 

  ３ 申立期間③については、Ｃ事業所に勤務していたとされる同僚から聴取し

ても、当時、申立人が当該事業所に勤務していたことをうかがわせる証言

が得られない。 

    また、当該事業所は既に全喪している上、当時の事務担当者は既に死亡し

ていることから、申立ての事実について確認できない。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者原票によると、申立人は、昭和 60 年 10 月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得したことが確認でき、資格取得日以前の同被保険者原

票の中に申立人の記録が無い。 

  ４ 加えて、申立期間②及び③については、申立人が「自分より先にＢ事業所

を辞め、Ｃ事業所に勤務した。」と述べている同僚は、申立人がＢ事業所を

退社したと主張する昭和 59 年 11 月 30 日より後の 60 年７月１日にＢ事業所

の厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同年９月２日にＣ事業所の同被保

険者資格を取得していることが確認できるなど、申立人の供述内容には不自

然な点が見受けられる。 

５ このほか、すべての申立期間について、雇用保険の加入記録が無い上、申

立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


